
柳 川 市 バ ラ ン ス シ ー ト  

 

１ ． 柳 川 市 バ ラ ン ス シ ー ト  

 

  バ ラ ン ス シ ー ト は 、基 準 日 現 在 に 保 有 す る 道 路 、公 園 、公 共 施 設 等 の 資 産 、

負 債 等 の ス ト ッ ク 状 況 を 総 括 的 に 表 示 し た 対 照 表 で す 。 バ ラ ン ス シ ー ト を 作

成 す る こ と に よ り 、 税 金 等 に よ り 整 備 さ れ た 資 産 の 内 容 や 、 将 来 返 済 し な け

れ ば な ら な い 負 債 、 返 済 を 要 し な い 正 味 財 産 の ス ト ッ ク に 関 す る 情 報 の 把 握

が 容 易 に な り ま す 。  

ま た 、 バ ラ ン ス シ ー ト は 、 過 去 に 遡 っ た り 、 類 似 都 市 と 比 較 し た り し て 、

本 市 の 状 況 の 特 徴 を 分 析 ・ 把 握 す る こ と に よ り 、 今 後 の 健 全 な 財 政 運 営 の た

め の 検 討 資 料 と し て 役 立 て る こ と が で き ま す 。  

 

□  バ ラ ン ス シ ー ト の 作 成 に あ た っ て  

本 市 で は 、総 務 省 の「 地 方 公 共 団 体 の 総 合 的 な 財 政 分 析 に 関 す る 調 査 研 究

報 告 書 」 に 基 づ き 作 成 し ま し た 。  

 

①  対 象 会 計 範 囲  

対 象 と す る 会 計 の 範 囲 は 普 通 会 計 と し ま し た 。  

普 通 会 計 と は 、 会 計 範 囲 の 異 な る 地 方 公 共 団 体 間 の 財 政 状 況 を 比 較 し や

す く す る た め に 、 地 方 財 政 統 計 上 統 一 的 に 用 い ら れ る 会 計 区 分 で す 。  

具 体 的 に は 、 平 成 １ ８ 年 度 に お け る 本 市 の 普 通 会 計 は 次 の と お り で す 。  

ア  一 般 会 計  

イ  住 宅 新 築 資 金 等 特 別 会 計  

ウ  公 共 用 地 先 行 取 得 等 特 別 会 計  

 

 ②  作 成 基 準 日 は 平 成 19 年 3 月 31 日 現 在 と し 、平 成 19 年 4 月 1 日 か ら

5 月 31 日 ま で の 出 納 整 理 期 間 の 収 支 に つ い て は 、 基 準 日 ま で に 終 了 し た

も の と し て 処 理 し て い ま す 。  

 

③  作 成 に あ た っ て は 、 昭 和 44 年 度 以 降 の 「 地 方 財 政 状 況 調 査 表 」 の デ ー

タ を 基 礎 数 値 と し ま し た 。 こ の た め 、 昭 和 43 年 以 前 に 形 成 さ れ た 資 産 は

含 ま れ て い ま せ ん 。  

 

④  な お 、 地 方 自 治 体 は 、 住 民 福 祉 の 増 進 を 目 的 と し 、 利 益 追 求 の 概 念 を 持

た ず 、 清 算 が 予 定 さ れ て い な い バ ラ ン ス シ ー ト と 、 民 間 企 業 の バ ラ ン ス シ

ー ト と で は 、 そ の 意 味 す る と こ ろ が 異 な る の で 、 単 純 に 比 較 が で き な い こ

と に 留 意 す る 必 要 が あ り ま す 。  



□  用 語 解 説  

【 資 産 の 部 】  

①  有 形 固 定 資 産  

資 産 形 成 に 支 出 さ れ た 昭 和 44 年 度 以 降 の 普 通 建 設 事 業 費 を 資 産 価 格 と

し 、 土 地 以 外 の 資 産 に つ い て は 、 定 額 法 に よ り 資 産 価 値 が ゼ ロ に な る ま で

減 価 償 却 を 行 っ て い ま す 。  

②  投 資 等  

公 益 法 人 等 へ の 出 資 金 、 貸 付 金 、 流 動 性 の 低 い 特 定 目 的 基 金 、 土 地 開 発

基 金 、 定 額 運 用 基 金 の 現 在 高 を 計 上 し て い ま す 。  

③  流 動 資 産  

基 金 の う ち 流 動 性 の 高 い 財 政 調 整 基 金 、 減 債 基 金 の ほ か 、 歳 入 決 算 額 か

ら 歳 出 決 算 額 を 差 し 引 い た 歳 計 現 金 、 市 税 等 の 未 収 金 を 計 上 し て い ま す 。  

 

【 負 債 の 部 】  

①  固 定 負 債  

基 準 日 に お け る 市 債 残 高 の う ち 、 流 動 負 債 と な る 19 年 度 償 還 予 定 額 を

除 い た 額 、 さ ら に 基 準 日 に 職 員 全 員 が 普 通 退 職 し た こ と を 想 定 し た 場 合 に

支 払 わ れ る 退 職 金 を 推 計 し 、 退 職 給 与 引 当 金 を 計 上 し て い ま す 。  

②  流 動 負 債  

基 準 日 に お け る 市 債 残 高 の う ち 、平 成 １ ９ 年 度 償 還 予 定 額 と 繰 上 充 用 金 、

及 び 退 職 手 当 組 合 積 立 金 の 不 足 額 を 計 上 し て い ま す 。  

 

【 正 味 資 産 の 部 】  

①  国 庫 支 出 金 ・ 県 支 出 金  

有 形 固 定 資 産 の 形 成 に 充 て ら れ た 国 、 県 支 出 金 の 累 計 額 を 計 上 し て い ま

す 。 な お 、 土 地 以 外 の 有 形 固 定 資 産 に 充 て ら れ た も の に つ い て は 、 資 産 と

同 様 に 減 価 償 却 を し て い ま す 。  

②  一 般 財 源  

資 産 と 負 債 の 差 で あ る 正 味 資 産 か ら 、国 ･県 支 出 金 を 差 し 引 い た 額 を 計 上

し て い ま す 。  

 

 



柳　　川　　市　　　　バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト
（平成１９年３月３１日現在）

(単位：千円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 (住民１人あたり） １．固定負債 (住民１人あたり）

（１）総務費 4,177,229

（２）民生費 3,538,891 （１）地方債 31,152,927

（３）衛生費 4,004,491

（４）労働費 135,167 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 15,734,804 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 903,483 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 20,756,548 債務負担行為計 0

（８）消防費 1,148,930

（９）教育費 25,389,153 （３）退職給与引当金 4,717,980

（10）その他 1,310,820

計 77,099,516     固定負債合計 35,870,907 (480,618円)

（ うち土地） 12,458,104

    有形固定資産合計 77,099,516 (1,033,021円) ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 2,428,643

（１）投資及び出資金 3,041,068

（２）貸付金 100,370 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 6,006,298 （3）退職手当組合積立金（不足分） 241,634

② 土地開発基金 684,798

③ 定額運用基金 17,000     流動負債合計 2,670,277 (35,778円)

基金計 6,708,096

（4）退職手当組合積立金 0

    投資等合計 9,849,534 (131,969円)   負  債  合  計 38,541,184 (516,396円)

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 3,304,343

② 減債基金 496,900 １．国庫支出金 10,885,438

③ 歳計現金 612,430 .

現金・預金計 4,413,673 ２．都道府県支出金 9,548,180

（２）未収金

① 地方税 362,418 ３．一般財源等 32,887,227

② その他 136,888

未収金計 499,306

    流動資産合計 4,912,979 (65,827円)   正  味  資  産  合  計 53,320,845 (714,421円)

 資  産  合  計 91,862,029 (1,230,817円)  負 債・正 味 資 産 合 計 91,862,029 (1,230,817円)

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 251,550 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 252,000 千円

　③利子補給等に係るもの 1,777,932 千円

（注）住民1人あたりの金額は、バランスシートの金額を基準日（平成19年3月31日）の住基人口７４，６３５人で割ったものである。



２ ． 平 成 １ ８ 年 度 末 の 状 況  

 

 平 成 １ ８ 年 度 末 の 本 市 の バ ラ ン ス シ ー ト に お け る 資 産 、 負 債 及 び 正 味 資 産 の

状 況 は 、 次 の と お り で す 。  

 

資 産 の 部  

   有 形 固 定 資 産 （ 土 地 、 建 物 等 ）   ７ ７ １  億 円 （ ８ ３ ． ９ ％ ）  

   投 資 等 （ 基 金 等 ）          ９ ９  億 円 （ １ ０ ． ８ ％ ）  

   流 動 資 産 （ 現 金 ・ 預 金 等 ）      ４ ９  億 円 （  ５ ． ３ ％ ）  

    合   計            ９ １ ９  億 円  

 

負 債 の 部  

   固 定 負 債 （ 地 方 債 等 ）       ３ ５ ９  億 円 （ ９ ３ ． ０ ％ ）  

   流 動 負 債 （ 地 方 債 償 還 金 ）      ２ ７  億 円 （  ７ ． ０ ％ ）  

    合   計            ３ ８ ６  億 円  

 

正 味 資 産 の 部  

   国 庫 支 出 金            １ ０ ９  億 円 （ ２ ０ ． ５ ％ ）  

   県 支 出 金              ９ ５  億 円 （ １ ７ ． ８ ％ ）  

   一 般 財 源 （ 市 税 等 ）        ３ ２ ９  億 円 （ ６ １ ． ７ ％ ）  

    合   計            ５ ３ ３  億 円  

 

①  昭 和 ４ ４ 年 度 か ら 平 成 １ ８ 年 度 ま で に 形 成 さ れ た 資 産 合 計 は ９ １ ９ 億 円 、

一 方 、 負 債 合 計 は ３ ８ ６ 億 円 で あ り 、 そ の 差 で あ る 正 味 資 産 合 計 は ５ ３ ３

億 円 と な っ て い ま す 。  

 

②  資 産 の 部 で は 、 土 地 、 建 物 等 の 有 形 固 定 資 産 が ７ ７ １ 億 円 で 、 資 産 合 計

の ８ ３ ． ９ ％ を 占 め て い ま す 。 そ の ほ か 、 基 金 、 貸 付 金 、 未 収 金 な ど 、 合

計 １ ４ ８ 億 円 と な っ て い ま す 。  

 

③  負 債 の 部 で は 、 地 方 債 、 退 職 給 与 引 当 金 の 固 定 負 債 が 合 わ せ て  

３ ５ ９ 億 円 で 、 負 債 合 計 の ９ ３ ． ０ ％ を 占 め て お り 、 残 り が 流 動 負 債 で あ

る 地 方 債 翌 年 度 償 還 予 定 額 の ２ ４ 億 円 、 及 び 退 職 手 当 組 合 積 立 金 の 不 足 分

の ３ 億 円 と な っ て い ま す 。  

 

④  正 味 資 産 の 部 で は 、国・県 支 出 金 が 合 わ せ て ２ ０ ４ 億 円 で 、全 体 の ３ ８ ．

３ ％ 、 市 税 等 の 一 般 財 源 が ３ ２ ９ 億 円 で ６ １ ． ７ ％ を 占 め て い ま す 。  



□  有 形 固 定 資 産 世 代 間 負 担 割 合  

 

社 会 資 本 の 整 備 の 結 果 を 示 す 有 形 固 定 資 産 の う ち 、 そ の 資 産 形 成 に 充 て ら れ

た 財 源 で あ る 正 味 資 産 と 、 負 債 に お け る 地 方 債 の 割 合 を 見 る こ と に よ っ て 【 表

１ 】 の と お り 、 こ れ ま で の 世 代 で 既 に 負 担 さ れ た 分 と 将 来 の 世 代 で 負 担 す る 分

の 割 合 が 分 か り ま す 。  

【 表 １ 】  

区   分  金 額 （ 百 万 円 ）  構 成 比 （ ％ ）  

こ れ ま で の 世 代 で 負 担 し た も の  ４ ３ ， ５ １ ８  ５ ６ ． ４  

将 来 の 世 代 で 負 担 す る も の  ３ ３ ， ５ ８ ２  ４ ３ ． ６  

有 形 固 定 資 産  合 計  ７ ７ ， １ ０ ０  １ ０ ０ ． ０  

 

□  正 味 資 産 構 成 比  

企 業 の 財 務 分 析 に お け る 自 己 資 本 比 率 に 相 当 す る 正 味 資 産 構 成 比 率 を 見 る こ

と に よ っ て 、【 表 ２ 】の と お り 、本 市 に ス ト ッ ク さ れ た 資 産 の う ち 、返 済 義 務 を

負 わ な い 資 産 が ど れ く ら い の 割 合 を 占 め る の か が わ か り ま す 。  

【 表 ２ 】  

正 味 資 産  【 A】 

（ 百 万 円 ）  

資 産  【 B】  

（ 百 万 円 ）  

正味資産構成比率 【A】／【B】 

（ ％ ）  

５ ３ ， ３ ２ １   ９ １ ， ８ ６ ２  ５ ８ ． ０  

 

□  市 民 一 人 当 た り の 将 来 の 財 政 負 担  

負 債 に お け る 地 方 債 残 高 （ 翌 年 度 償 還 予 定 額 を 含 む ） を 人 口 で 除 す る こ と に

よ り 【 表 ３ 】 の と お り 、 市 民 一 人 当 た り の 将 来 負 担 額 を 表 す こ と が で き ま す 。  

【 表 ３ 】  

地 方 債 現 在 高 （ 翌 年 度 償 還 予 定 額  

を 含 む ）             【 A】
３ ３ ， ５ ８ ２  百 万 円  

平 成 18 年 度 末 住 民 基 本 台 帳 人 口  

【 B】
７ ４ ， ６ ３ ５  人  

市 民 一 人 当 た り の 将 来 負 担 額  

【 A】 ／ 【 B】
４ ５ ０  千 円  

 



３ ． バ ラ ン ス シ ー ト 経 年 比 較  

 

 過 去 か ら 現 在 に 至 る 資 産 の 形 成 や 資 金 の 調 達 状 況 な ど 、 バ ラ ン ス シ ー ト に お

け る 各 種 デ ー タ を 【 表 ４ 】 の と お り 経 年 比 較 ・ 分 析 す る こ と に よ り 、 財 政 運 営

の 推 移 や 特 徴 を よ り 細 や か に 把 握 す る こ と が で き ま す 。  

【 表 ４ 】（ 単 位 ： 千 円 ）  

A 市民１人当たり B 市民１人当たり C 市民１人当たり

【資産の部】

１　有形固定資産 77,099,516 1,033.0 76,043,198 1,018.9 1,056,318 14.2
（１）総務費 4,177,229 56.0 4,281,931 57.4 △ 104,702 △ 1.4
（２）民生費 3,538,891 47.4 3,734,330 50.0 △ 195,439 △ 2.6
（３）衛生費 4,004,491 53.7 4,177,491 56.0 △ 173,000 △ 2.3
（４）労働費 135,167 1.8 143,139 1.9 △ 7,972 △ 0.1
（５）農林水産業費 15,734,804 210.8 15,727,511 210.7 7,293 0.1
（６）商工費 903,483 12.1 797,343 10.7 106,140 1.4
（７）土木費 20,756,548 278.1 19,817,125 265.5 939,423 12.6
（８）消防費 1,148,930 15.4 1,168,167 15.7 △ 19,237 △ 0.3
（９）教育費 25,389,153 340.2 24,861,997 333.1 527,156 7.1
（１０）その他 1,310,820 17.6 1,334,164 17.9 △ 23,344 △ 0.3
（うち土地） 12,458,104 166.9 12,375,649 165.8 82,455 1.1

２　投資等 9,849,534 132.0 10,032,310 134.4 △ 182,776 △ 2.4
（１）投資及び出資金 3,041,068 40.7 2,911,534 39.0 129,534 1.7
（２）貸付金 100,370 1.3 106,769 1.4 △ 6,399 △ 0.1
（３）基金 6,708,096 89.9 7,014,007 94.0 △ 305,911 △ 4.1
　　①特定目的基金 6,006,298 80.5 6,312,209 84.6 △ 305,911 △ 4.1
　　②土地開発基金 684,798 9.2 684,798 9.2 0 0.0
　　③定額運用基金 17,000 0.2 17,000 0.2 0 0.0

３　流動資産 4,912,979 65.8 4,537,560 60.8 375,419 5.0
（１）現金預金 4,413,673 59.1 4,041,994 54.2 371,679 5.0
　　①財政調整基金 3,304,343 44.3 3,114,293 41.7 190,050 2.5
　　②減債基金 496,900 6.7 496,230 6.6 670 0.0
　　③歳計現金 612,430 8.2 431,471 5.8 180,959 2.4
（２）未収金 499,306 6.7 495,566 6.6 3,740 0.1
　　①地方税 362,418 4.9 364,719 4.9 △ 2,301 △ 0.0
　　②その他 136,888 1.8 130,847 1.8 6,041 0.1

資産合計 91,862,029 1,230.8 90,613,068 1,214.1 1,248,961 16.7

A 市民１人当たり B 市民１人当たり C 市民１人当たり

【負債の部】

１　固定負債 35,870,907 480.6 35,075,613 470.0 795,294 10.7
（１）地方債 31,152,927 417.4 30,186,726 404.5 966,201 12.9
（２）退職給与引当金 4,717,980 63.2 4,888,887 65.5 △ 170,907 △ 2.3

２　流動負債 2,670,277 35.8 2,506,202 33.6 164,075 2.2
（１）翌年度償還予定額 2,428,643 32.5 2,280,240 30.6 148,403 2.0
（２）翌年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 0.0
（３）退職手当組合積立金 241,634 3.2 225,962 3.0 15,672 0.2

負債合計 38,541,184 516.4 37,581,815 503.5 959,369 12.9
【正味資産の部】
１　国庫支出金 10,885,438 145.8 10,376,939 139.0 508,499 6.8
２　県支出金 9,548,180 127.9 9,382,441 125.7 165,739 2.2
３　一般財源等 32,887,227 440.6 33,271,873 445.8 △ 384,646 △ 5.2

正味資産合計 53,320,845 714.4 53,031,253 710.5 289,592 3.9

借　　方 平成１８年度 平成１７年度 前年度比較

貸　　方 平成１８年度 平成１７年度 前年度比較



附 属 資 料  

 

【 土 地 明 細 書 】  

（ 単 位 ： 千 円 ）  

 取 得 価 格  

道 路 橋 り ょ う  ２ ， １ ７ ７ ， ７ ８ １  

街 路  ４ ９ ８ ， ４ ３ ７  

公 営 住 宅  １ ， １ ４ １ ， １ ９ ９  

小 学 校  ６ ４ ５ ， ４ ２ ４  

中 学 校  ８ ９ ６ ， ９ ３ ７  

そ の 他  ７ ， １ ５ ８ ， ３ ２ ６  

合 計  １ ２ ， ４ ５ ８ ， １ ０ ４  

 

【 普 通 建 設 事 業 費 に 係 る 補 助 金 ・ 負 担 金 等 の 状 況 】  

（ 単 位 ： 千 円 ）  

昭和４４年度 
平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

  以降累計額 

総 務 費  3 8 , 6 6 1  0 0 0 1 , 4 8 7  1 7 , 2 9 4

民 生 費  7 6 1 , 2 1 9  0 6 5 , 2 2 5 0 2 5 , 9 9 1  8 4 , 6 0 0

衛 生 費  2 , 7 6 4 , 8 0 1  1 8 7 , 0 8 5 1 4 9 , 0 8 3 1 4 4 , 0 7 7 1 4 1 , 8 6 7  1 3 6 , 4 2 2

労 働 費  0  0 0 0 0  0

農林水産業費 1 2 , 9 5 4 , 5 1 6  6 2 4 , 1 6 1 6 5 5 , 9 8 4 5 8 6 , 3 5 4 4 9 7 , 1 4 1  5 4 6 , 9 3 7

商 工 費  6 1 , 6 7 1  0 0 3 6 , 0 4 2 0  0

土 木 費  4 , 6 9 7 , 1 0 9  2 6 3 , 0 1 6 2 7 4 , 2 2 6 1 8 9 , 1 0 1 2 2 9 , 5 5 7  3 8 5 , 3 0 0

消 防 費  1 0 0 , 6 7 1  1 , 1 9 1 1 , 0 9 1 0 0  0

教 育 費  1 3 1 , 3 3 2  1 , 0 0 0 3 , 3 5 9 6 , 1 5 6 6 , 1 8 4  1 2 , 0 8 6

そ の 他  0  0 0 0 0  0

合 計  2 1 , 5 0 9 , 9 8 0  1 , 0 7 6 , 4 5 3 1 , 1 4 8 , 9 6 8 9 6 1 , 7 3 0 9 0 2 , 2 2 7  1 , 1 8 2 , 6 3 9

 

（ 注 ） 国 直 轄 事 業 負 担 金 、 県 営 事 業 負 担 金 、 同 級 他 団 体 等 に 対 す る 普 通 建 設 事

業 費 に 係 る 補 助 金 等 を ま と め た も の で す 。 こ れ ら の 数 値 は 、 本 市 の バ ラ ン

ス シ ー ト に 含 ま れ て い ま せ ん が 、 国 ・ 県 ・ 同 級 他 団 体 等 に お い て 資 産 形 成

が な さ れ て い ま す 。 な お 、 こ れ ら に つ い て は 、 行 政 コ ス ト 計 算 書 の 移 転 支

出 的 な コ ス ト に 計 上 し て い ま す 。  

 



【 減 価 償 却 に 用 い る 耐 用 年 数 】  

○ 耐 用 年 数       

区 分  耐 用 年 数 区 分  耐 用 年 数

１  総 務 費     ７  土 木 費     

（ １ ） 庁 舎 等  50  （ １ ） 道 路  15  

（ ２ ） そ の 他  25 ※ （ ２ ） 橋 り ょ う  60  

２  民 生 費    （ ３ ） 河 川  50  

（ １ ） 保 育 所  30  （ ４ ） 砂 防  50  

（ ２ ） そ の 他  25 ※ （ ５ ） 海 岸 保 全  50  

３  衛 生 費  25  （ ６ ） 港 湾  50  

４  労 働 費  25 ※ （ ７ ） 都 市 計 画    

５  農 林 水 産 業 費      ア  街 路   15  

（ １ ） 造 林  25 ※   イ  都 市 下 水 路   20  

（ ２ ） 林 道  15    ウ  区 画 整 理  40  

（ ３ ） 治 山  30    エ  公 園  40  

（ ４ ） 砂 防  50    オ  そ の 他  25 ※

（ ５ ） 漁 港  50  （ ８ ） 住 宅  40  

（ ６ ） 農 業 農 村 整 備  20  （ ９ ） 空 港  25 ※

（ ７ ） 海 岸 保 全  50  （ 10） そ の 他  25 ※

（ ８ ） そ の 他  25 ※ ８  消 防 費    

６  商 工 費  25 ※ （ １ ） 庁 舎  50  

   （ ２ ） そ の 他  10  

 ９  教 育 費  50  ※ は 別 途 調 査 に 基 づ く 平 均 的 な  

有 形 固 定 資 産 の 耐 用 年 数   10 そ の 他  25 ※

 



柳川市行政コスト計算書 

 

１．柳川市行政コスト計算書 

  行政コスト計算書とは、企業でいう「損益計算書」と同等なもので、一定期間(一会計

期間)における経営成績を報告する計算書です。企業では、「収益－費用＝利益」という

式が成り立ち、収益を追求するわけですが、地方公共団体は純粋に利益だけを追求する

わけではないことから、損益計算書と呼ばず「行政コスト計算書」と呼んでいます。 

  行政活動は、道路、公園、公共施設の将来の世代にも利用できる社会資本の形成だけ

ではなく、登録・証明、社会保障、ごみ処理等の人的サービスや給付サービスなど、資

産としては残らない行政サービスが大きな比重を占めています。 

  この行政サービスの提供にあたって、どのようなコストがかかっているか、直接的に

現金支出された経費だけではなく、減価償却費や職員の退職給与引当金なども含めた必

要コストの総額を明らかにし、行政活動の内容や効率性を把握･検討するため、行政コス

ト計算書を作成しました。 

 

□ 行政コスト計算書の作成にあたって 

本市では、総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究報告書」に

基づき作成しました。数値は、基本的には「地方財政状況調査」、いわゆる決算統計のデ

ータをもとにし、決算統計による算出が難しい科目については別途算出し、計上しまし

た。 

① 対象会計範囲 

バランスシートと整合性をとるため、普通会計を対象としています。 

② 計上コストの範囲 

現金の支出だけではなく、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金といった非

現金支出を加味し計上しています。 

③ 行政コストの分類 

    行政分野別ごとに、その性質別の内訳を示すこととし、目的別経費と性質別経費

を合わせた行列としました。 

    目的別経費は、民生費、衛生費、農林水産業費、土木費、教育費などの行政分野

ごとに分類し、性質別経費は、次のように、4 つに分類しています。 

 

  ア 「人にかかるコスト」・・・・人件費、退職給与引当金 

  イ 「物にかかるコスト」・・・・物件費、維持補修費、減価償却費 

  ウ 「移転支出的なコスト」・・・扶助費、補助費等、繰出金、普通建設事業費の 

うち他団体等への補助金等  

  エ 「その他のコスト」・・・・・災害復旧費、公債費（利子分のみ）不納欠損額 



柳川市　行政コスト計算書 （自平成１８年４月１日 至平成１９年３月３１日）

［行政コスト］

総 額 （構成比率） 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災 害 復 旧 費 公 債 費 諸 支 出 金 不 納 欠 損 額

4,749,522 20.2 301,080 1,330,632 497,038 271,284 1,305 400,130 81,279 384,843 704,941 776,990

414,934 1.8 26,303 116,248 43,423 23,636 114 34,957 7,101 33,621 61,586 67,880

5,164,456 21.9 327,383 1,446,880 540,461 294,920 1,419 435,087 88,380 418,464 766,527 844,870

2,828,699 12.0 9,726 535,563 279,676 811,879 292 76,008 31,141 123,778 97,523 863,113

155,516 0.7 7,486 1,581 5,400 32,186 64,897 121 43,845

3,763,184 16.0 152,196 197,384 237,103 7,972 1,063,272 30,162 1,318,734 90,877 665,484

6,747,399 28.7 9,726 695,245 478,641 1,054,382 8,264 1,171,466 61,303 1,507,409 188,521 1,572,442

4,969,818 21.1 4,894,897 74,921

2,003,491 8.5 5,887 228,298 416,087 462,067 26,963 549,379 72,492 11,069 38,472 192,777

2,403,611 10.2 2,016,256 387,355

1,182,639 5.0 17,294 84,600 136,422 546,937 385,300 12,086

10,559,559 44.9 5,887 245,592 7,411,840 598,489 26,963 1,096,316 72,492 783,724 38,472 279,784

405,140 1.7 405,140

635,826 2.7 635,826

21,117 0.1 21,117

1,062,083 4.5 405,140 635,826 21,117

ａ 23,533,497 342,996 2,387,717 8,430,942 1,947,791 36,646 2,702,869 222,175 2,709,597 993,520 2,697,096 405,140 635,826 21,117

1.5 10.1 35.8 8.3 0.2 11.5 0.9 11.5 4.2 11.5 1.7 2.7 0.1

［収入項目］

1 使用料・手数料等 b 1,225,067 131,076 711,144 135,630 16,315 20,217 149,916 21,173 18,919 20,677

5.2 5.5 8.4 7.0 0.6 9.1 5.5 2.1 0.7 3.3

2 国庫（県）支出金 c 4,109,893 75,630 3,266,341 90,921 313,727 7,406 45,604 309,416 848

17.5 3.2 38.7 4.7 11.6 0.3 1.7 76.4 0.1

3 一般財源 d 16,720,346 ※「使用料・手数料等」･･･分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

71.0 ※「一般財源」･･･地方税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、

e 22,055,306 　　　　　　　　　　　地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金　等

4
正味資産国庫（県）支
出金償却額 f 1,093,545

5 期首一般財源等 33,271,873

-384,646

6 32,887,227

そ
の
他
の
コ
ス
ト

小　　計

小　　計

(1)扶助費

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

差引(e-a+f)一般財源等増減
額

期 末 一 般 財 源 等

(1)人件費

(2)退職給与引当金繰入等

小　　計

(1)物件費

(2)維持補修費

(3)減価償却費

(4)債務負担行為繰入

b/a

c/a

d/a

収 入 (b+c+d)

（ 構 成 比 率 ）

行　政　コ　ス　ト

(2)補助費等

(3)繰出金
(4)普通建設事業費（他団体等
への補助金等）

小　　計

(1)災害復旧事業費

(2)失業対策事業費

(3)公債費（利子分のみ）

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

(5)不納欠損額



２．平成 18 年度の状況 

 

１ 平成 18 年度における本市の行政コスト計算書を見てみると、行政活動の中で資産

として形成されたものを除いたコストの総額は、235 億円となっており、そのうち、

最も大きいのが社会保障等の扶助費 50 億円（21.1％）、次に特別職、議員、職員等

の人件費が 47 億円（20.2％）、次に減価償却費が 38 億円（16.0％）となってい

ます。 

 

２ 行政目的別にみると、民生費が 84 億円（35.8％）と最も多く、その多くは扶助

費が占めています。次に土木費、農林水産業費、及び教育費で 27 億円（11.5％）

と多く、その内容は土木費、農林水産業費においては減価償却費が、教育費において

は物件費、及び校舎等の減価償却費が多くなっています。 

 

  ３ これらの行政コストに対して、収入は総額で 22１億円であり、そのうち受益者等

からの使用料、手数料等が 12.３億円、国県支出金が 41.1 億円となっていますが、

コスト総額の 22.７％にすぎず、残りは税等の一般財源で賄われています。 

 

  ４ 行政分野別に、コストに対する収入の比率をみると、民生費、農林水産業費、災害

復旧費では、国庫（県）支出金の割合が高くなっており、商工費では使用料・手数料

等の割合が比較的高くなっています。 

 

  ５ 収入総額とコスト総額との差額△15 億円と、コストの減価償却費にあてられた国

庫（県）支出金の減価償却分 11 億円を加えて、計△４億円が、平成１８年度単年度

において減少した正味資産一般財源等となります。 

    なお、期末一般財源等の額は、平成１８年度末バランスシート上の正味資産一般財

源等の額に等しくなります。 

 



□ 市民１人当たりの行政コスト 

 

 全体の行政コスト計算書を、平成１９年３月３１日現在の柳川市住民基本台帳人口  

７４，６３５人で除して、市民１人当たりの行政コストを算出すると、まず、資産形成以

外の行政活動に要したコストは、市民１人当たり３１万５千円となっています。 

 これに対して収入は、市民１人当たり２９万５千円であり、差し引き２万円が資産形成

から減額されたことになります。これに、全体の行政コスト計算書と同様に、国庫（県）

支出金の減価償却分１万５千円を加えて、約５千円が平成１８年度で減少した正味資産一

般財源等となります。 

 

 

□ 行政コスト対有形固定資産（資産総額比率） 

 

 行政目的別に、各分野の有形固定資産の総額に対するコストの比率【表１】をみますと、 

民生費では、コストの比率が非常に大きくなっており、給付や人的サービスが中心である

ことを示しています。 

 逆に、教育費はコストの比率が非常に小さくなっており、有形固定資産の形成が中心で

あることを示しています。 

【表１】        

区 分 
有形固定資産（千円） 

【Ａ】

平成１８年度コスト（千円） 

【Ｂ】

比率（％） 

【Ｂ／Ａ】 

総務費 4,177,229 2,387,717 57.2 

民生費 3,538,891 8,430,942 238.2 

衛生費 4,004,491 1,947,791 48.6 

労働費 135,167 36,646 27.1 

農林水産業費 15,734,804 2,702,869 17.2 

商工費 903,483 222,175 24.6 

土木費 20,756,548 2,709,597 13.1 

消防費 1,148,930 993,520 86.5 

教育費 25,389,153 2,697,096 10.6 

その他 1,310,820 1,062,083 81.0 

合 計 77,099,516 23,533,497 30.5 
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